
６．報告 第３次市営住宅マネジメント計画（案）に対する市民意見募集の実施について 

 

 

（１）趣旨 

神戸市では、改修・更新時期を迎える大量の市営住宅への対応や、構造や設備面での課題を踏

まえ、10年ごとにマネジメント計画を策定し、市営住宅の再編と改修に取り組んできた。 

第２次市営住宅マネジメント計画が令和２年度で最終年度を迎えることから、令和３年度から

12 年度までの 10 年間の「第３次市営住宅マネジメント計画（案）」を策定する。 

 

（２）計画の基本方針 

①良好な市営住宅ストックを形成するための再編と改修 

・入居者の高齢化が進む中、エレベーターのない住宅では昇降負担が大きいことや、郊外団地で

空き住戸が増えているといった課題を踏まえ、今後更新時期を迎える市営住宅について、再編

と改修を行っていく。 

・計画期間中に再編しない住宅は、外壁改修や住戸内の給水管の更新等、適切な計画修繕を行う

ことで、長寿命化を図る。 

 

②将来需要や財政負担を踏まえた管理戸数の円滑な縮減 

・再編と改修にあたっては、効果・効率性や将来の必要性等も検討しながら、将来の過度な財政

負担にならないよう、改修と建替えを行う住宅を厳選する。 

・管理戸数は、令和 12年度末に、震災前水準の 40,000 戸未満を目指す。 

 

③市営住宅ストックの有効活用による地域課題への貢献 

・将来（令和 13年度以降）再編予定の住宅についても、募集停止を行い、空き住戸を期限付きで

計画的に転活用する。 

・再編の予定に関わらず、特に、市街地や駅近に立地している住宅の空き住戸は、人口減少対策

に資するような転活用を図る。 

・転活用は、若年世帯や学生向け住宅、子育てや高齢者支援等の活動拠点、社宅、グループホー

ム、シェアハウス等、ニーズを把握しながら進める。 

・大規模団地を再編することにより創出される跡地（余剰地）は、多様な住宅、子育てや高齢者

支援のための施設の導入等、地域の特性やニーズに対応した活用を図る。 
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（３）再編対象住宅 

再編対象は、建設年度の古い住宅から再編に取り組むため、昭和 55 年以前に建設（築 40 年以

上経過）したエレベーターのない住宅（階段室型等）とする。（下表） 
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（４）事業手法 

・エレベーターのない住宅（階段室型等）は廃止とし、周辺地域に立地しているエレベーターの

ある良好な市営住宅に移転していただくことを基本とする。 

・周辺地域にエレベーターのある良好な市営住宅がなく、入居者の移転先を確保できない場合に

は、エレベーターの設置、住戸内の設備の改善等、改修を行う。（エレベーターの設置について

は、４階建て以上の住宅とする。）なお、改修を行うことが効果的・効率的でない等の場合には、

建替えを行う。 

・県市連携により、近接する県営・市営住宅においては、一体的な再編を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）スケジュール 

令和２年 12 月２日(水)から令和３年１月８日(金)まで 計画（案）の市民意見募集の実施 

令和３年２月下旬                  計画の策定 

令和３年４月から                  計画の開始 

  

・計画開始後、対象住宅ごとに事業手法を定め、具体的な事業計画案（廃止や改修する住棟、   

移転の進め方等）を作成し、順次、事業着手に向けた説明会を実施する。 
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